任　意　後　見　契　約　書
令和　　年　　月　　日
当事者の表示
　委任者（甲）
　　本籍　　　
　　住所　　　
　　職業　　　
　　氏名　　　
　　生年月日　
受任者（乙）
　　住所　　　
　　氏名　　　

職業　　　
　　生年月日　
　(契約の趣旨・契約の発効)
第1条　委任者　　　　（以下「甲」という。）は､受任者　　　　（以下「乙」という。）に対し、令和  　年　　月　　日、任意後見契約に関する法律（以下「任意後見契約法」という。）に基づき同法第4条第1項所定の要件に該当する状況（精神上の障害により事理を弁識する能力が不十分な状況）における甲の生活、療養看護及び財産の管理に関する事務（以下「後見事務」という。）を委任し､乙はこれを受任する。

②　前項の契約（以下「本契約」という。）は､任意後見監督人が選任さ

　れた時からその効力を生ずる。

③　本契約締結後の甲乙間の法律関係については、任意後見契約法及び

　本契約に定めるもののほか、民法の規定に従う。
　(委任事務の範囲・管理対象財産)
第２条　甲は､乙に対し、別紙代理権目録記載の後見事務（以下「本件後

　見事務」という。）を委任し､その事務処理のための代理権を付与する。
②　乙が本件後見事務により管理する財産は、甲の所有する全財産とす

　る。なお、本契約締結時に甲に帰属する財産には、別紙財産目録記載

　のとおりである。
　(任意後見監督人の選任)
第３条　本契約締結後、甲が精神上の障害により事理を弁識する能力が

　不十分な状況になり、乙が本契約による後見事務を行うことを相当と

　認めたときは、乙は、家庭裁判所に対し、任意後見監督人選任の審判

　を申し立てる。
　(本人の意思の尊重・身上配慮義務)
第４条　乙は、本件後見事務を処理するにあたっては、甲の意思を尊重

　し、かつ、甲の身上に配慮し、次の事項を行うことにより、甲の生活

　状況及び健康状態の把握に努めるものとする。

　１　原則として、１か月に１回、甲と面接すること

　２　適宜、ヘルパーその他日常生活援助者から甲の生活状況について聴取すること

　３　適宜、甲の主治医その他医療関係者から甲の心身の状態につき説明を受けること
　(ライフプラン)
第５条　乙は、本契約第2条の代理権目録に定めた後見事務を遂行する

　に当たって、甲が別途表明するライフプランを本人の意思として尊重

　し、これに沿った内容の介護、福祉、医療その他のサービスが実現す

　るように努めるものとする。ただし、このライフプランによって代理

　権目録に記載した乙の代理権に制限を加えるものではなく、また､乙が

　このライフプランの内容に沿って本件後見事務を行うことが甲の福祉

　に適当でないと判断したときは、任意後見監督人との協議によりライ

　フプランの趣旨を斟酌し、より適切な本件後見事務を行うものとする。
　(証書等の保管等)
第６条　乙は、甲から本件後見事務処理のために別紙代理権目録「１　⑧、

　⑨」記載の証書等の引渡を受けたときは、甲に対し、その明細及び保

　管方法を記載した預り証を交付する。

②　乙は、本契約の効力発生後甲以外の者が前項記載の証書等を占有所

　持しているときは、その者からこれらの証書等の引渡を受けて、自ら

　これを保管することができる。

　(書類の作成)
第７条　乙は、本件後見事務を処理するにあたり、次の書類を作成し、

　保管するものとする。

　１　本契約締結時における本契約書及び財産目録
　２　任意後見監督人選任時における財産目録及び証書等の保管目録
　３　本件後見事務に関する会計帳簿
　４　本件後見事務に関する事務処理日誌
　５　本件後見事務終了時における事務引継関係書類及び財産目録
　(費用の負担)

第８条　本件後見事務の遂行に関する費用は、甲の負担とし、乙は、そ

　の管理する甲の財産から､これを支出することができる。

②　乙は、前項の費用につき、その支出に先立って支払を受けることができる。

　(報告)
第９条　乙は、任意後見監督人に対し、3か月ごとに、本件後見事務

　に関する次の事項について書面で報告する。
　１　乙の管理する甲の財産の管理状況
　２　甲の身上監護につき行った措置
　３　費用の支出及び使用状況

②　乙は、任意後見監督人の請求があるときは、速やかにその求められ

　た事項につき報告する。
　(契約の解除)
第１０条　任意後見監督人が選任される前においては、甲又は乙は、正当な事由がある場合、甲と乙が別途締結した継続的見守り契約又は財産管理等委任契約が解除された場合に限り、公証人の認証を受けた書面によって、本契約を解除することができる。

②　任意後見監督人が選任された後においては、甲又は乙は、正当な事

　由がある場合に限り、家庭裁判所の許可を得て、本契約を解除するこ

　とができる。
　(契約の終了)
第１１条　本契約は、次の場合に終了する。
　１　甲が死亡又は甲に破産手続開始の決定があったとき
　２　乙が死亡又は乙に破産手続開始の決定があったとき
　３　甲について、任意後見監督人選任後に、後見開始、保佐開始又は

補助開始の審判を受けたとき
　(終了時の財産の引継)
第１２条　乙は、本契約が甲の死亡以外の事由によって終了した場合

　は、本件後見事務にかかわる管理財産、帳簿類及び証書類を甲又は

　甲の法定代理人に引き渡すものとする。

　(後見登記)
第１３条　乙は、本契約に関する登記事項につき、変更が生じたことを

　知ったときは、嘱託により登記がなされる場合を除き、変更の登記を

　申請しなければならない。

②　乙は、本契約が終了したときは、嘱託により登記がなされる場合を

　除き、終了の登記を申請しなければならない。
　(守秘義務)
第１４条　乙は、本件後見事務に関して知り得た甲の秘密を、正当な理

　由なく第三者に漏らしてはならない。
　以上の契約を証するため、本契約書を２通作成し、甲、乙が各自署名捺印のうえ、各自その１通を所持するものとする。
　

　　　　令和　　月　　年　　日
　　　　委任者（甲）
　　　　住　　　　所　　
　　　　氏　　　　名　　
　　　　受任者（乙）

　　　　　住　　　　所　　
　　　　事務所　　
　　　　氏　　　　名　　
代　理　権　目　録
１　継続的管理業務

　①　委任者に帰属する全ての財産及び本契約締結後に委任者に帰属する財産並びにその果実の管理・保存
　②　金融機関とのすべての取引

　③　定期的な収入の受領及び費用の支払に関する諸手続

④　生活費の送金や日用品の購入その他日常生活に関する取引

⑤　日用品以外の生活に必要な機器・物品の購入

　⑥　介護・福祉サービスの利用契約の締結・変更・解除及び費用の支

　　払

　⑦　保険金の受領　　　　

　⑧　登記済権利証、実印、銀行印、印鑑登録カードの保管　　　　

　⑨　証書等の保管　　　　

　⑩　行政機関の発行する証明書の請求　　　　

⑪　復代理人及び事務代行者の選任　　　　

⑫　以上の各事項の処理に必要な費用の支払

⑬　以上の各事項に関連する一切の事項

２　個別的管理業務

　①　委任者に帰属する全ての財産についての処分や変更

2 委任者所有不動産に関する売買契約・賃貸借契約・修繕の請負契約の締結・変更・解除

3 シルバー資金融資制度、長期生活支援資金融資制度等の福祉関係融資制度の利用に関する契約およびそれに伴う担保権設定契約の締結・変更・解除

　④　相続に伴う遺産分割や相続の承認・放棄、贈与又は遺贈の拒絶・

　　受諾、寄与分を定める申立、遺留分減殺の請求

　⑤　保険契約の締結・変更・解除　　　　

　⑥　登記及び供託に関する申請　　　　

　⑦　税金の申告・納付　　　　

　⑧　要介護・要支援認定の申請並びに認定に関する承認又は異議の申立

　⑨　福祉関係施設への入所に関する契約の締結・変更・解除及び費用の支払

　⑩　福祉関係の措置の申請及び決定に関する異議申立

　⑪　医療契約の締結・変更・解除及び費用の支払　　　　

　⑫　病院への入院に関する契約の締結・変更・解除及び費用の支払　　　　

⑬　行政官庁等に対する諸手続に関する一切の代理業務

⑭　上記継続的管理業務及び個別的管理業務各事項に関して生ずる紛

　争の処理に関する下記の事項

ア　裁判外の和解、示談並びに仲裁契約　　　　

イ　行政機関等に対する不服申立及びその手続の追行

ウ　司法書士に対して司法書士法第３条第１項第6号及び第7号に定める手続の追行並びに民事訴訟法第５５条第２項の特別授権事項のうち、司法書士が受任できる事項についての授権をすること

エ　弁護士に対して訴訟行為や民事訴訟法第５５条第２項の特別授権事項についての授権をすること

⑮　上記継続的管理業務及び個別的管理業務以外の委任者の生活、療養看護及び財産管理（財産処分を含む）に関する一切の法律行為に関する代理業務

⑯　復代理人及び事務代行者の選任

⑰　以上の各事項の処理に必要な費用の支払

18 以上の各事項に関連する一切の事項

財産目録

 　

１　不動産

　所　　在　　
　　　地　　番　　
　　　地　　目　　
　　　地　　積　　
　所　　在　　
　　　地　　番　　
　　　地　　目　　
　　　地　　積　　
　所　　在　　
　　　地　　番　　
　　　地　　目　　
　　　地　　積　　
　　　所　　在　　
家屋番号　　
　　　種　　類　　
　　　構　　造　　
　　　床 面 積　　
２　預貯金

1 　　　　　銀行　　　支店　　普通預金　
口座番号
2 　　　　銀行　　　支店　総合口座　
口座番号　

３　有価証券

1 　株　　　　　　　　　　　　　　　　　株
2 　投資信託（積立）　　　　　　　　　　口
４　その他
現金、動産等一切の財産
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